
事業番号 - - - -

（ ）

4年度活動見込

単位当たり
コスト

算出根拠 単位

単位当たり
コスト -

計算式 　　/ - - -

年度

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

単位 令和元年度 令和2年度

その他 0 #VALUE!

計 1,737 -

達成度 ％ 100 100

活動内容
（アクティビ

ティ）

原子力の安全性向上のための研究開発等及び核不拡散・核セキュリティに資する活動を行い、その業務実績を査読付き論文として公開する。

活動目標 活動指標

査読付き論文を公開する。 査読付き論文の公開数

定量的な成果目標 成果指標 単位

100

令
和
4
・
5
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

1,177 -

100

目標値 ％ 100 100 100 100 -

独立行政法人通則法に基づく
主務大臣による業務実績の評
価結果において、全ての項目
で標準評価以上の評価を受け
る。

標準評価(B評価）以上の評価
を受けた項目の割合。

成果実績 ％ 100 100

国立研究開発法人日本原子
力研究開発機構運営費交付
金（一般会計）

560 -

※令和4年度から第4期中長期目標期間となる。

国立研究開発法人日本原子
力研究開発機構運営費交付
金（エネルギー対策特別会計
電源開発促進勘定）

4 年度 -

- -

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

07031521

原子力課
原子力課長
新井　知彦

会計区分 一般会計、エネルギー対策特別会計電源開発促進勘定

セグメント単位の
考え方

財務諸表のとおり

セグメント名
原子力の安全性向上のための研究開発等及び核不拡散・核セキュリ
ティに資する活動 担当部局庁 研究開発局 作成責任者

事業開始年度 平成１７年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし 担当課室

令和4年度セグメントシート 日本原子力研究開発機構

2022 文科

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構法第十七条

関係する計画、
通知等

原子力利用に関する基本的考え方（平成29年7月閣議尊重決
定）
エネルギー基本計画（令和3年10月 閣議決定）

主要政策・施策 科学技術・イノベーション 主要経費 エネルギー対策

その他 660 453 879

補助金等 380執
行
額

運営費交付金

　計 1,965 2,032 2,387予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

925 1,278 1,232

事業目的
（目指す姿を簡潔
に。3行程度以

内）

我が国における原子力に関する唯一の総合的研究開発機関として、原子力の利用においては、いかなる事情よりも安全性を最優先する必要があることが再認識され、
世界最高水準の安全性を不断に追求していくことが重要であることから、産業界や大学等と連携して、原子力の安全性向上に関する技術開発を行う。原子力利用先進
国として、核不拡散・核セキュリティ分野において貢献するとともに、非核兵器保有国として国際的な核不拡散・核セキュリティ向上に資する活動を行い、原子力の平和
利用を支える。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

軽水炉等の安全性向上に資する燃材料及び機器、並びに原子力施設のより安全な廃止措置技術の開発に必要となる基盤的な研究開発を進める。我が国の核物質管
理技術の向上、関係行政機関の核不拡散に関する政策を支援するため、世界各国の核不拡散動向の調査・分析や核不拡散・核セキュリティ分野で活用される技術の
開発等を実施する。

実施方法 交付

301 276

令和5年度要求

経
常
収
益

予算額：運営費交付金 1,088 1,635 1,460 1,737 -

運営費交付金収益化基準 業務達成基準 業務達成基準 業務達成基準 -

運営費交付金収益の割合 47.1% 62.9% 51.6%

執行額 2,075 2,035 2,423

- -

- -

経
常
費
用

予算額 - - - -

執行率 #VALUE! #VALUE!

歳出予算目 令和4年度当初予算 令和5年度要求 主な増減理由

令和元年度 令和2年度 令和3年度

-

中間目標

4年度
活動見込

5年度
活動見込

#VALUE!

令和3年度

活動実績 編 30 32 20

当初見込み 編 -

- - - -

-

令和元年度 令和2年度 令和3年度

原子力に関する総合的な研究開発活動を多岐にわたり実施
するため、単位当たりコストを算出することは困難である。

目標最終年度



4年度
活動見込

5年度
活動見込

単位当たり
コスト

算出根拠 4年度活動見込

原子力に関する総合的な研究開発活動を多岐にわたり実施
するため、単位当たりコストを算出することは困難である。

-

-

単位当たり
コスト

- -

- - - -

計算式 　　/

0

％ 100 100 100

- 年度
令和2年度

100

目標値 評定 100 100 100 100 -

達成度

独立行政法人通則法に基づく
主務大臣による業務実績の評
価結果において、全ての項目
で標準評価以上の評価を受け
る。

標準評価(B評価）以上の評価
を受けた項目の割合。

成果実績 評定 100

研究成果報道発表を行う。 研究成果報道発表数

単位 令和元年度 令和2年度

令和3年度

令和3年度

中間目標

-

目標最終年度

4 年度

令和3年度

100

当初見込み 件 - - -

- - -

定量的な成果目標 成果指標 単位

-0 0

令和元年度

活動実績 件

○
調達等合理化計画による契約方法の見直しの上、費目・使途
の精査を行って締結した各々の契約に基づき、適正に事業が
実施されており、資金の流れは中間段階でも合理的である。

独法等所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○
原子力利用に関する基本的考え方（平成29年7月閣議尊重決
定）やエネルギー基本計画（令和3年10月閣議決定）を踏まえた
取組であり、社会のニーズを的確に反映している。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

投稿論文、成果報告書等の電子データベース化・運用、事務手
続きに係る電子申請システムの運用等により、業務の標準化
及び効率化を図っている。

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構は、原子力基本
法において位置付けられた我が国唯一の原子力に関する総合
的な研究開発機関であるため、当該法人の幅広い活動を支え
る本事業は国が実施すべきである。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い事業か。 ○
エネルギー基本計画（令和3年10月閣議決定）の実現に必要な
取組であり、政策体系の中で優先度が高い。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

自由民主党行政改革推進本部行政事業レビューPTからの報
告書等を踏まえ、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
が設置する契約監視委員会の下に分科会を設け、過去の契約
や取組について再点検を受け、更なる契約の競争性、公平性、
透明性を確保するための改善策を導入し、実施している。
　また、令和２年度行政事業レビューで国立研究開発法人日本
原子力研究開発機構が受けた、業務運営の透明化等の指摘
への対応に関して、行政改革推進会議歳出改革WG委員や元
会計検査院局長等の専門家から構成される国立研究開発法
人日本原子力研究開発機構の契約監視委員会の意見を踏ま
え策定した「『契約方法等の改善に関する中間とりまとめ』以降
の機構の取組に関する自己評価」に基づき検討を進めていると
ころ。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一者応札
又は一者応募となったものはないか。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○
事業計画に応じた予算の要求を行うとともに、費目・使途の精
査を行っていることから、費目・使途は事業目的に即し、真に必
要なものに限定されている。

受益者との負担関係は妥当であるか。 ○

原子力利用に関する基本的考え方やエネルギー基本計画に
沿った本事業を継続的かつ効果的・効率的・戦略的に実施する
ことを目的に国として実施する事業であり、負担関係（国側の
負担）は妥当である。

- -

事
業
の
効
率
性 単位当たりコスト等の水準は妥当か。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。 ○

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構の業務の実績に関する評価（文部科学大臣、経済産業大臣、原子力規制委員会）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構の業務の実績に関する評価（文部科学大臣、経済産業大臣、原子力規制委員会）

有

競争性のない随意契約となったものはないか。 有

活動内容
（アクティビ

ティ）

原子力の安全性向上のための研究開発等及び核不拡散・核セキュリティに資する活動を行い、その業務実績を研究成果報道発表として公開する。

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和元年度 令和2年度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）



※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

なお、金額は単位未満四捨五入して記載していることから、合計が一致しない場合がある。

資金の流れ
（資金の受け取り
先が何を行ってい
るかについて補足

する）
（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックごと
に最大の金額が支
出されている者につ
いて記載する。費目
と使途の双方で実
情が分かるように

記載）

D.株式会社原子力セキュリティサービス

費　目 使　途
金　額

(百万円）

前述の成果実績のとおり、成果目標に見合ったものとなってい
る。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的あるい
は低コストで実施できているか。

○

地方自治体、民間、大学、他研究開発機関と比較した場合、原
子力基本法において位置付けられた我が国唯一の原子力に
関する総合的な研究開発機関である国立研究開発法人日本
原子力研究開発機構がもっとも効率的であり実効性の高い手
段となっている。

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○

点
検
・
改
善
結
果

点検結果

業務運営の更なる透明性を確保するために、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構の契約監視委員会の下に「契約方法等の改善に関する分科
会」を設置し、「契約方法等の改善に関する中間とりまとめ（平成28年7月5日）」を取りまとめ、本取りまとめにおける提言を受け、契約業務の更なる競争
性、公平性、透明性の確保に向けた取組を実施している。また、令和２年度行政事業レビューで受けた、業務運営の透明化等の指摘への対応に関して、
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構の契約監視委員会の意見を踏まえ策定した「『契約方法等の改善に関する中間とりまとめ』以降の機構の取
組に関する自己評価」に基づき検討を進めているところ。

改善の
方向性

・調達等合理化計画に定める合理的な契約手続を推進するべく、一者応札が継続している契約案件の一部について厳正な審査を経た上で研究開発業務
の特殊性を考慮した合理的な契約手続へ順次移行する。
・契約監視委員会の「契約方法等の改善に関する中間とりまとめ（平成28年7月5日）」の指摘を受け、競争性の更なる向上のための各種取組を継続実施
する。また、令和２年度行政事業レビューにおける指摘への対応として、契約監視委員会の意見を踏まえ策定した「『契約方法等の改善に関する中間とり
まとめ』以降の機構の取組に関する自己評価」で示した対応方針に基づき更なる改善方策について検討し実施する。

備
考

【経常費用】
※経常費用と対比し、合理的な執行率を表す予算額は存在しないため、経常費用の予算額欄については「-」とする。

【支出先上位10者リスト】
※落札率については、同種の他の契約の予定価格を類推されるおそれがある契約については非公表としている。なお、契約方式が「随意契約（少額）」及び複数年契約
（2年目以降）の「その他」については、落札率は存在しないことから「-」としている。

費　目 使　途
金　額

(百万円）

事業費（物件
費）

原子力科学研究所における保障措置・計量管理
等業務に係る労働者派遣契約

22

計 22 計 0

前述の成果実績、活動実績のとおり、成果は十分に活用され
ている。

事業番号 事業名

事
業
の
有
効
性

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役割分担
の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

-

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○
当初見込みを上回る実績を上げており、活動実績は見込みに
見合ったものである。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○



支出先上位１０者リスト

D.

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

-

2
株式会社原子力セキュ
リティサービス

6050001004691
ＪＭＴＲの核物質防護設備の
更新作業【随意契約（その他）
(令和2年度〜令和3年度）】

16 その他 - - -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
株式会社原子力セキュ
リティサービス

6050001004691
原子力科学研究所における保
障措置・計量管理等業務に係
る労働者派遣契約

22
一般競争契約
（総合評価）

1 -

- -

5
株式会社原子力セキュ
リティサービス

6050001004691 輸送支援室デスク等の購入 0.1
随意契約
（少額）

- -

- - -

4
株式会社原子力セキュ
リティサービス

6050001004691 OAフロアの整備作業 0.3
随意契約
（少額）

-

3
株式会社原子力セキュ
リティサービス

6050001004691 空調設備の更新 0.9
随意契約
（少額）

1 - -

8
株式会社ＷｏｒｋｓＨｕｍ
ａｎＩｎｔｅｌｌｉｇｅｎｃｅ

1010401146357
人事・給与情報システムの更
新作業

24
一般競争契約
（総合評価）

2

7 株式会社ジック 4050001007390
CTBTに係わる公認実験施設
等業務に関する労働者派遣
契約

28
一般競争契約
（総合評価）

-

6
株式会社原子力セキュ
リティサービス

6050001004691
第4研究棟管理区域内空調機
の撤去

0.1
随意契約
（少額）

- - -

-

10 理工科学株式会社 2050001002451 顕微鏡用加熱ステージの購入 3
一般競争契約
（最低価格）

1 99.9％ -

88％ -

9 理工科学株式会社 2050001002451 走査型電子顕微鏡の購入 17
一般競争契約
（最低価格）

1 99.9％

- -

13
一般財団法人放射線
利用振興協会

6050005001735

再処理プロセスの放射性核種
挙動の調査研究に係わる試
験装置の運転・保守及び分析
業務請負【一般競争契約（最
低価格）(令和2年度〜令和4
年度）】

16 その他 - -

- - -

12 理工科学株式会社 2050001002451 YSZ製るつぼの購入 0.2
随意契約
（少額）

-

11 理工科学株式会社 2050001002451 TDdDGAの購入 2
随意契約
（少額）

- - -

16
Ｓ．Ｐ．エンジニアリング
株式会社

2050001022994
保管体（もんじゅ仕様）ＳＵＳ管
の製作

6
一般競争契約
（最低価格）

2

15
原子力エンジニアリン
グ株式会社

1050001004639

放射性物質を含んだ試料の
放射能分析に係る労働者派
遣契約【随意契約（その他）
(令和2年度〜令和4年度）】

10 その他

-

14 富士電機株式会社 9020001071492

核物質防護(PP)監視装置
FCA他の更新【随意契約（そ
の他）(令和元年度〜令和3年
度）】

11 その他 - - -

-

18 株式会社ＮＥＳＩ 2010501019247 ノートパソコン等の購入 0.3
随意契約
（少額）

- - -

- -

17 株式会社ＮＥＳＩ 2010501019247

福島第一原子力発電所溶融
燃料等に係る計量管理技術
開発及び核不拡散強化技術
開発に関する労働者派遣契
約

5
一般競争契約
（総合評価）

1 -

- -

21 株式会社ペスコ 1010401027045
国内で実施する核不拡散・核
セキュリティ人材育成支援業
務に関する労働者派遣契約

0.2
一般競争契約
（総合評価）

2 -

2 100％ -

20 株式会社ペスコ 1010401027045
米国の核不拡散関連動向の
調査

5
随意契約
（その他）

-

19 株式会社ＮＥＳＩ 2010501019247

核不拡散・核セキュリティ人材
育成支援業務に係るシステム
の構築・運用等に関する労働
者派遣契約

0.2
一般競争契約
（総合評価）

-

ﾌﾞﾛｯｸ
名

契　約　先 法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）

- - -

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 - - - -
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